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第１章　物品貿易の諸論点
総論 経済連携に向けた規律の策定 

 

 

 

③日トルコ EPA（交渉中） 

トルコと我が国とは、2012 年 7 月に第 1 回日・ト

ルコ貿易・投資閣僚会合を開催し、日トルコ EPA の

共同研究を立ち上げることにつき合意した。その後共

同研究を経て、2014 年 1 月に行われた日トルコ首脳

会談にて、両国は EPA 交渉を開始することで一致し、

同年 12 月に第 1 回交渉会合を開催、2019 年 10 月

までに計 17 回の交渉会合を開催した。なお、2019 年

７月に行われた日トルコ首脳会談において、両首脳は 

EPA の早期妥結に向け更に交渉を加速することを確認

している。 

日トルコ EPA によって、韓国企業などの競合相手

との競争条件の平等化が図られれば、トルコへの日本

企業の輸出が後押しされるとともに、周辺国への輸

出・新規参入を狙うハブとしてのトルコの投資環境関

連制度の改善が図られる。 
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第１章 

物品貿易の諸論点 
 

 
我が国がこれまで締結してきた経済連携協定は、そ

の包括性に特色があり、物品貿易に関する規定だけで

も、関税撤廃の約束の他に、産品の国籍を決定する基

準や手続を定める原産地規則、アンチ・ダンピングに 

ついての規律、基準認証、EPA/FTA による自由化の安

全弁としての二国間セーフガード等に関する規定が設

けられている。

 

＜関税＞ 

 

EPA/FTA においては、通常、物品貿易の自由化約束

として、相手国産品に対する関税の、協定発効時の即

時撤廃や、実行関税率からの一定年数による段階的撤

廃等が規定される。工業製品の生産が往々にして国境

をまたぐサプライチェーンによって行われることが多

い今日、EPA/FTA 活用企業等は我が国が締結した

EPA/FTAはもとより、他国の EPA/FTA における関税撤

廃及び削減について理解を深めておくことが重要であ

る。なお、EPA/FTA における関税撤廃に関しては、域

内の関税を実質上のすべての貿易について妥当な期間

内に廃止しなくてはならない等の、GATT 第 24 条の規

律が課されている（GATT 第 24 条の規律については、

第II 部第 16 章を参照）。 

 

（１）関税撤廃の方式 

 

各 EPA/FTA において、関税撤廃の方式は、品目ごと

に、撤廃期間、撤廃の基準となる税率（ベースレート）、

撤廃の方法によって決定される。これらは、一般的に

「譲許表（Tariff Schedule）」と呼ばれる協定本体の

附属書（Annex）及び注釈において規定される。 

①関税撤廃期間 

（ａ）先進国間、先進国・開発途上国間の地域貿易   

協定 

先進国間、先進国・開発途上国間の EPA/FTA では、

2001 年発効のシンガポール・NZ 協定のように全品目

について協定発効時に関税を即時撤廃するような例も

ある。但し、多くの場合は、即時撤廃や、GATT 第 24 条

の解釈に関する了解において「妥当な期間」とされる

10 年間での関税撤廃とし、さらに 3 年、5 年、7 年等

の中間的な関税撤廃期間を設けるケースがみられる。 

 

（ｂ）開発途上国間の地域貿易協定 

開発途上国間の EPA/FTA では、授権条項（本報告書

第Ⅱ部第 1 章 最恵国待遇（b）授権条項参照）を根拠

に、一般的に長期間で関税撤廃されることが多い。例

えば、2005 年に物品貿易協定が発効した中国 ASEAN 協定

（※一部品目については、2004 年からアーリーハーベ

スト（early harvest）（後述）を実施）では、中国及

びASEAN 原加盟国については、原則4 年（関税率10％ 未

満）又は 5 年（関税率 10％以上）、一部の品目について

は 7 年で関税撤廃するとし、CLMV（カンボジア、ラオス、

ミャンマー、ベトナム）については原則 10 年、一部の品

目については 13 年となっている。なお、CLMV の10 年

超の関税撤廃品目は各国品目数の約 4.8％まで認めら

れている。1993 年発効の AFTA の CEPT(共通効果特恵
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関税)については、ASEAN 原加盟国と 後発加盟国である

CLMV で具体的な年数が異なり、原加盟国は 2010 年まで

に、CLMV は 2015 年（一部例外は 2018 年）までに関

税撤廃を実現することとしていた。また、関税削減・

撤廃品目の関税率 0～5％の実現については、原加盟国

は 2003 年に（2002 年には一部例外を認めた上で 0～

5％）、CLMV は 2010 年まで（ベトナム：2006 年、ミャ

ンマー・ラオス：2008 年、カンボジア：2010 年）とし、

さらに2018 年 1 月からは CLMV の域内関税が撤廃された。 

 

②撤廃の基準となる税率（ベースレート） 

ベースレートは通常、交渉時の実行最恵国（MFN： 

Most-Favoured-Nation）税率が適用される。ただし、

ベースレートを交渉当時の MFN 税率としない例も存在

する。例えば、これまでの日本の EPA において、相手

国が一般特恵制度（GSP：Generalized System of 

Preferences）適用国の場合、GSP 税率適用品目につい

ては、一部の例外を除き、GSP 税率をベースレートと

している（これらの品目は、EPA 発効後、原則として

GSP 適用の対象外となる）。また、品目のセンシティ

ビティをベースレートに反映させる例も存在する。日

ASEAN 包括的経済連携協定（AJCEP）や日ベトナム EPA 

において、ベトナムは、一部の鉄鋼・鉄鋼製品、自動

車部品、化学品などについて、各産業における投資の

呼び込み・投資計画の保護の重要性を主張し、WTO 譲

許税率を超えない範囲で、MFN 税率よりも高い税率を

ベースレートとしている。なお、EPA/FTA は二国間又

は多国間での特恵関係であるが、EPA/FTA 締結国が MFN 

税率を自主的に下げたことにより、品目によっては

MFN 税率が EPA/FTA 特恵税率よりも低くなる場合が発

生する（税率逆転現象）。こうした場合を想定し、我

が国が締結する EPA/FTA では、MFN 税率が EPA/FTA 特

恵税率より低い場合に、EPA 税率は MFN 税率と同じ税

率になると規定しているものもある（日豪 EPA 第 2.4 

条第 4 項等）。一方、EPA/FTA は特恵関係であるから

EPA/FTA 特恵税率は MFN 税率より常に低いものである

べきとの考えに基づいて、例えば、EU チリ FTA やシン

ガポール-インド FTA においては、MFN 税率が引き下げ

られた場合、その MFN 税率を新たなベースレートとし

て同様の法則に従い撤廃する税率を新たな EPA/FTA 特

恵税率とする方法が採用されている。 

 

③撤廃の方法 

関税撤廃の方法としては、①協定発効時に関税を即

時撤廃する方法、②段階的に均等に関税を引き下げ撤

廃する方法が基本的に適用される。但し、①及び②以

外の関税撤廃方法については、③ベースレートから数

年間又は関税撤廃期限まで据え置いた上で関税撤廃す

る等の猶予期間を設ける方法（米韓 FTA における米国

側乗用車等）、④初年度に大幅に関税を引き下げ、そ

の後段階的に関税を引き下げ撤廃する方法（豪タイ協

定のタイ側自動車等）等、関税の引き下げ方が均等で

ない方法も存在する。関税撤廃方式の適用について、多

くの地域貿易協定においては一般的に、品目ごとのセ

ンシティビティに応じて関税撤廃方法及び期間を定め

ている。例えば、韓国 ASEANFTA においては、一般品

目の関税は 2010 年（ASEAN 原加盟国及び韓国）、

2016 年（ベトナム）、2018 年（CLM）までに撤廃され

るが、センシティブ品目はより長い期間をかけて関税

が撤廃又は削減。さらに、高度センシティブ品目につ

いては、長期間での関税削減、関税割当、除外といっ

た撤廃方法が設定されている。一方で、ベースレート

によって撤廃期間及び撤廃方法を機械的に定める場合

があり、例えば、豪 NZFTA では、ベースレート 5％を

超えるものは 5 年以内に撤廃、5％以下のものは即時

撤廃を規定し、中国 ASEANFTA ではベースレートに応

じて 5 分類（中国及び ASEAN 原加盟国）の関税撤廃方

式を規定している。また、開発途上国間の地域貿易協

定特有の方式として、部分的に関税撤廃及び削減を先

行させるアーリーハーベスト方式がある。例えば、イ

ンド-タイ FTA においては、家電製品や自動車部品等 

82 品目について 2004 年 9 月からアーリーハーベスト

を実施し、既に関税が撤廃されている。また台湾-中国の

海峡両岸経済協力枠組協議（ECFA）においても石油化

学製品や機械、繊維製品等 806 品目（中国側 539 品目、

台湾側 267 品目）について、2011 年 1 月から 2013 年 

1 月までにアーリーハーベスト方式での関税撤廃を実

施した。 

また、サービス分野ではよく見られる最恵国待遇を

関税率について約束している例が存在する。米ペルー

FTA では、同 FTA の交渉妥結以降（2005 年 12 月）に

ペルーが、牛肉、豚肉、ミルク、バター、調整食料品

などの農林水産分野の一部の品目について、米国に約

束した特恵税率よりも低い関税率を第三国との

EPA/FTA において約束した場合、その特恵税率が自動

的に米国に対しても適用されることを規定している。 

関税撤廃の例外品目としては、①関税撤廃は行わず、

関税引き下げのみを行う品目、②関税割当枠にのみ関
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税撤廃又は削減を行う品目、③協定発効時には関税撤

廃又は削減の対象外であるが、明示的に将来の再協議

の対象としての約束をしている品目（再協議品目）、

④新規関税の導入及び関税引き上げの禁止（スタンド

スティル）を約束している品目、⑤協定上何ら上記①

～④を約束しない品目（除外品目）に大別される。 

 

（２）その他の関連規定 

 

輸出税 

輸出税（※第Ⅱ部第 3 章＜参考＞「輸出規制」参照）

に関しては、GATT 第 11 条第 1 項が定めるとおり、数

量制限の廃止は求められるが、関税その他の課徴金を明

示的に除外していることから、WTO 協定による規律は

基本的に及んでいないと考えられる。しかし、輸出税

が貿易歪曲効果を有することから、日本の EPA では、

WTO プラスの高い規律を目指し、例えば日シンガポー

ル EPA、日ペルーEPA、日豪 EPA などでは、輸出税を撤

廃する旨を規定している。また、日フィリピンEPA（第 

20 条）では、両国が輸出税を撤廃するために最善の

努力をする旨を規定している。 

 
 

＜原産地規則＞ 

 

（１）ルールの背景 

 

原産地規則は、国際的に取引される物品の「国籍」

を判定するために用いられるルールであり、WTO 協定

税率の適用や貿易統計の作成等に用いられる非特恵原

産地規則と、特定の国の産品に関税上の特恵待遇を与

えるため（例えば、一般特恵関税制度に基づく特恵税

率の適用や EPA/FTA に基づく特恵税率の適用）に用い

られる特恵原産地規則に大別される。 

非特恵原産地規則は WTO 原産地規則協定において規

律が定められ、各国が独自に策定している一方、現在、そ

れらの調和作業が進められている（詳しくは、第 II 

部第 10 章原産地規則参照）。特恵原産地規則は、産品

が関税上の特恵待遇の対象となる特定の国の原産品で

あることの認定を行うことにより、それ以外の第三国

で実質的に生産された産品が、締約国を経由して輸入

される場合（迂回輸入）にまで、関税上の特恵待遇を

付与しないことを主な目的として制定されている。 

 

（２）法的規律の概要 

 

EPA/FTA における原産地規則は、一般的に、①原産

地規則、②原産地証明手続の 2 つから構成される。 

 

①原産地規則 

原産地規則は、大別すると（a）産品の原産地を認定

する「原産地認定基準」と、（b）当該認定を行う上で

の補助・救済を行う「救済規定」、（c）第三国からの

迂回輸入の防止規定から構成される。 

 

（a）原産地認定基準 

原産地認定基準として採用されるものとしては、次

のようなものがある。 

 

（i） 完全生産品 

締約国領域内で完全に生産された産品（例えば、締

約国内で生まれ、かつ、飼育された家畜や締約国内で

採掘された鉱石等）。 

 

（ii） 原産材料のみからなる産品 

原産材料（原産地認定基準(i)～(iii)いずれかの条

件を満たす材料）のみを用いて、締約国領域内で生産

された産品。 

 

（iii） 実質的変更基準を満たす産品 

非原産材料を用いて生産され、かつ、実質的変更基

準（当該産品に原産資格を付与するのに十分な「実質

的な生産・加工作業」の内容）を満たした産品。実質

的変更基準は、次の 3 基準を用いて、品目毎に「品目

別規則（PSR: Product Specific Rules）」として記述

するのが一般的である。また 3 基準による認定方法の

詳細についても、EPA/FTA 毎に規定される。 

 

(ア) 関税分類変更基準（CTC rule：Change in Tariff 

Classification rule） 
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締約国領域内での加工を通じて、非原産材料の関税

分類番号と異なる関税分類番号の産品が得られた場合

に、実質的変更基準が満たされたとみなし、当該産品

に原産資格を付与するルールである。求められる実質

的変更の度合いは産品毎に関税分類番号の桁数で指定

される。具体的には、関税分類番号の上 2 桁（類）の

変更（CC：Change in Chapters）、上 4 桁（項）の変

更（CTH：Change in Tariff Headings）、上 6 桁（号） 

の変更（CTSH：Change in Tariff Sub-Headings）のい

ずれかを満たすことが求められる。 

 

(イ) 付加価値基準（RVC rule ： Regional Value 

Content rule） 

締約国領域内において実施された調達、加工等の作

業に伴って形成された付加価値を価額換算し、当該付

加価値が一定の基準値（閾値）を超えた場合に、実質

的変更基準が満たされたとみなし、当該産品に原産資

格を付与するルールである。閾値が高いほど原産資格

取得の困難度の高いルールとなる。 

 

(ウ) 加工工程基準（SP rule：Specific Process 

rule） 

締約国領域内で特定の加工が実施された場合に実

質的変更基準が満たされたとみなし、当該産品に原産

資格を付与するルールである。関税分類番号の変更で

は表現できない工程を具体的にルールとして記述する

のが特徴である。化学製品や繊維製品、半導体等に適

用されていることがある。 

 

（ｂ）救済規定 

原産資格の取得を容易にするため、各種救済規定が

設けられている。主な救済規定は、下記のとおりであ

る。 

 

（iv） 累積 

関税分類変更基準、付加価値基準双方に適用されう

る救済規定であり、EPA/FTA 相手締約国の原産部品・

材料を輸入して他の産品の生産に使用する場合、これ

を自国の原産品たる部品・材料とみなすもの。また、

一部の EPA/FTA では、上記の原産部品・材料の累積に

加え、EPA/FTA 相手締約国において行われた生産を、

自国において行われた生産とみなす生産行為の累積が

規定されている。自国貿易を増やし、ひいては域内貿

易を促進する効果や、締約国間の分業を促進する効果

がある。 

 

（v） ロールアップ 

産品の付加価値を計算する際、一次材料が原産資格

を有している場合、当該一次材料中の非原産部分の価

額についても原産材料の価額として含めることができ

る規定である。 

 

（vi） トレーシング 

産品の付加価値を計算する際、一次材料が非原産材

料とされる場合、非原産材料の価額から、当該一次材

料中の原産部分の価額を除外することを許容する規定。

また、原産材料の価額を積み上げて算定する方法

（build-up 方式）の場合には、原産材料の価額に、

当該一次材料中の原産部分の価額を加算することを可

能とする規定。 

 

（vii） デミニマス（僅少の非原産材料） 

基本的に産品の品目別規則（PSR）が関税分類変更基

準及び加工工程基準による場合であって、非原産材料

を用いて産品を生産したものの、所要の PSR を満たす

ほどの実質的変更が生じず、原産資格を取得できない

場合、当該非原産材料の価額又は重量が産品の価額又

は重量の一定割合以下であれば原産資格を付与する規

定。つまり、僅少の非原産材料は原産地の認定にあた

って無視してもよいとの規定である。 

 

（ｃ）第三国からの迂回輸入の防止規定 

（i） 原産資格を付与しない軽微な加工に関する

規定 

仮に、ある産品が形式的には所要の PSR を満たした

場合であっても、締約国内で実質的な生産・加工作業

が行われていない場合、これを原産品とは認めない趣

旨を記述した規定である。 

 

（ii） 積送基準 

輸出締約国から輸入締約国に産品を直接輸送する

ことを求めるとともに、物流・運搬の事情等により、

仮に EPA/FTA 締約国以外の第三国へ寄港しても、積み

替え、産品の保存等の一定の軽微な作業では原産性が

失われないことを定めた規定である。 

 

②原産地証明手続 
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締約国領域内での加工を通じて、非原産材料の関税

分類番号と異なる関税分類番号の産品が得られた場合

に、実質的変更基準が満たされたとみなし、当該産品

に原産資格を付与するルールである。求められる実質

的変更の度合いは産品毎に関税分類番号の桁数で指定

される。具体的には、関税分類番号の上 2 桁（類）の

変更（CC：Change in Chapters）、上 4 桁（項）の変

更（CTH：Change in Tariff Headings）、上 6 桁（号） 

の変更（CTSH：Change in Tariff Sub-Headings）のい

ずれかを満たすことが求められる。 

 

(イ) 付加価値基準（RVC rule ： Regional Value 

Content rule） 

締約国領域内において実施された調達、加工等の作

業に伴って形成された付加価値を価額換算し、当該付

加価値が一定の基準値（閾値）を超えた場合に、実質

的変更基準が満たされたとみなし、当該産品に原産資

格を付与するルールである。閾値が高いほど原産資格

取得の困難度の高いルールとなる。 

 

(ウ) 加工工程基準（SP rule：Specific Process 

rule） 

締約国領域内で特定の加工が実施された場合に実

質的変更基準が満たされたとみなし、当該産品に原産

資格を付与するルールである。関税分類番号の変更で

は表現できない工程を具体的にルールとして記述する

のが特徴である。化学製品や繊維製品、半導体等に適

用されていることがある。 

 

（ｂ）救済規定 

原産資格の取得を容易にするため、各種救済規定が

設けられている。主な救済規定は、下記のとおりであ

る。 

 

（iv） 累積 

関税分類変更基準、付加価値基準双方に適用されう

る救済規定であり、EPA/FTA 相手締約国の原産部品・

材料を輸入して他の産品の生産に使用する場合、これ

を自国の原産品たる部品・材料とみなすもの。また、

一部の EPA/FTA では、上記の原産部品・材料の累積に

加え、EPA/FTA 相手締約国において行われた生産を、

自国において行われた生産とみなす生産行為の累積が

規定されている。自国貿易を増やし、ひいては域内貿

易を促進する効果や、締約国間の分業を促進する効果

がある。 

 

（v） ロールアップ 

産品の付加価値を計算する際、一次材料が原産資格

を有している場合、当該一次材料中の非原産部分の価

額についても原産材料の価額として含めることができ

る規定である。 

 

（vi） トレーシング 

産品の付加価値を計算する際、一次材料が非原産材

料とされる場合、非原産材料の価額から、当該一次材

料中の原産部分の価額を除外することを許容する規定。

また、原産材料の価額を積み上げて算定する方法

（build-up 方式）の場合には、原産材料の価額に、

当該一次材料中の原産部分の価額を加算することを可

能とする規定。 

 

（vii） デミニマス（僅少の非原産材料） 

基本的に産品の品目別規則（PSR）が関税分類変更基

準及び加工工程基準による場合であって、非原産材料

を用いて産品を生産したものの、所要の PSR を満たす

ほどの実質的変更が生じず、原産資格を取得できない

場合、当該非原産材料の価額又は重量が産品の価額又

は重量の一定割合以下であれば原産資格を付与する規

定。つまり、僅少の非原産材料は原産地の認定にあた

って無視してもよいとの規定である。 

 

（ｃ）第三国からの迂回輸入の防止規定 

（i） 原産資格を付与しない軽微な加工に関する

規定 

仮に、ある産品が形式的には所要の PSR を満たした

場合であっても、締約国内で実質的な生産・加工作業

が行われていない場合、これを原産品とは認めない趣

旨を記述した規定である。 

 

（ii） 積送基準 

輸出締約国から輸入締約国に産品を直接輸送する

ことを求めるとともに、物流・運搬の事情等により、

仮に EPA/FTA 締約国以外の第三国へ寄港しても、積み

替え、産品の保存等の一定の軽微な作業では原産性が

失われないことを定めた規定である。 

 

②原産地証明手続 
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世界の EPA/FTA における特恵原産地証明制度は、主

に、第三者証明制度と自己申告制度の 2 つの制度に大

別できる。また、自己申告制度は、認定輸出者による

自己証明制度、輸出者等による自己申告制度、輸入者

による自己申告制度の 3 つに分類することができる。 

 

（a） 第三者証明制度 

輸出締約国当局又は当該当局が指定する機関が輸

出者等に対して原産地証明書を発給する制度。日本が

締結している多くの EPA や ATIGA（ASEAN Trade in 

Goods Agreement, ASEAN 加盟 10 か国間の物品自由貿

易協定）等において導入されている。 

 

≪特徴≫ 

・証明書を受給した者に対する義務（文書保管義務等） 

や適切な罰則等を輸出締約国当局が措置。 

 

（b） 自己申告制度 

（i） 認定輸出者による自己証明制度 

輸出締約国当局によって認定された者が自ら原産

地申告（原産地証明書）を作成。主に EU 等において導

入されており、また、日本においても、2009 年 9 月に発

効した日スイス EPA、2012 年 3 月に発効した日ペルー

EPA 及び 2012 年 4 月に発効した改正日メキシコ EPA に

おいて導入されている。 

 

≪特徴≫ 

・原産地申告（原産地証明書）を作成する認定輸出

者に対する義務（文書保管義務等）や適切な罰則等を

輸出締約国当局が措置。 

 

（ii） 輸出者等による自己申告制度 

輸出締約国内に所在する輸出者等（要件を国内法令

で規定することが一般的）が自ら証明書を作成。

NAFTA、韓国・チリ FTA、豪州・チリ FTA、米国・韓国 

FTA 等で導入されている。日本においても、2015 年 1 月

に発効した日豪 EPAに続き、CPTPP（2018 年 12 月発効）、

2019 年 2 月に発効した日EU・EPA（2019 年 2 月発

効）、日英EPA（2021 年 1 月発効） において導入されて

いる。 

 

≪特徴≫ 

・原産地証明書を作成する輸出者等に対する義務

（文書保管義務等）や適切な罰則等を輸出締約国当局

が措置。 

 

（iii） 輸入者による自己申告制度 

輸入者が原産地証明書を作成。米国・豪州 FTA、米

国・韓国FTA 等で導入されている。日本においても、

2015 年 1 月に発効した日豪EPAに続き、CPTPP、日 

EU・EPA、日英EPA において導入されている。 

 

≪特徴≫ 

・原産地証明の作成主体は輸入者であり、当該者に

対して輸入締約国当局が義務（文書保管義務等）や適

切な罰則等を措置。 

・産品が原産品であるかの確認は基本的に輸入締約

国税関当局が輸入者に対して実施。 

 

（３）我が国及び世界の EPA/FTA 原産

地規則 
 

①我が国の EPA/FTA 原産地規則 

我が国がこれまでに締結した EPA の原産地規則の概

要については、以下のとおり。 

 

（i） 日シンガポール EPA 

我が国初の EPA である日シンガポール EPA について

は、一般特恵制度（GSP）の原産地規則の影響を受け、

必要最小限の規定にとどまっていたが、その後の日マ

レーシア EPA 等では、産品が原産品であるかの確認の

ための措置として、輸入締約国当局が、輸出締約国に

情報照会をすることや、現地訪問をすることができる

規定が加わる等、より幅広い内容が盛り込まれ使いや

すい原産地規則となったことを受け、またシンガポー

ル側からの打診もあったことから、2006 年 4 月より日

シンガポール EPA 見直し交渉を行い、2007 年 9 月に改

訂協定が発効した。品目別規則（PSR）は関税分類変更

基準か付加価値基準かのいずれかを選択できる制度を

基本としている（Co-equal と呼ばれる）。付加価値基

準により原産性を取得する場合、付加価値 40％を求め

ている。なお、原産地証明制度は、第三者証明制度を

導入しており、日本では、各地の商工会議所が原産地

証明書の発給を行っている。 

 

（ii） 日メキシコ EPA 

内容的には NAFTA の流れをくみ、他の日本の EPA と

比べると、相対的に詳細な規定が多い。品目別規則 
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（PSR）は、関税分類変更基準が中心である。産品

によって異なるが、付加価値基準により原産性を取得

する場合、主として、付加価値 50％を求めている。な

お、2009 年 4 月に協定見直し交渉が開始し、2011 年9 

月に改正議定書署名、2012 年 4 月に発効に至り、さら

なる自由化が図られている。原産地証明制度は、これ

まで導入していた第三者証明制度（日本商工会議所が

原産地証明書の発給を行っている。以下ⅲから xv ま

で同じ。）に加え、当該改正により、認定輸出者によ

る自己証明制度が新たに導入された。 

 

（iii） 日マレーシア EPA 

日シンガポール EPA、日メキシコ EPA の経験を踏ま

えて設計された原産地規則であり、その後の ASEAN 諸

国との EPA 交渉において、ベースとなる協定となった。

日マレーシア EPA は、原産地規則・証明手続ともに、

概ね基本的な要素で構成されており、かつ規定ぶりも

相対的に見ればシンプルなものとなっている。品目別

規則（PSR）は、関税分類変更基準か付加価値基準か

のいずれかを選択できる制度（Co-equal）を基本とし

ている。付加価値基準により原産性を取得する場合、

主として付加価値 40％を求めている。なお、原産地

証明制度は、第三者証明制度を導入している。 

 

（iv） 日フィリピン EPA 

基本的な構成は日マレーシア EPA と同様であるが、

品目別規則（PSR）に若干の違いがある。付加価値基

準により原産性を取得する場合、付加価値 40％を求め

ている。 

 

（v） 日チリ EPA 

ASEAN諸国との EPA、日メキシコ EPA の経験を踏まえ

て設計された。日チリ EPA では、付加価値基準の算定

方法によって異なる閾値を定めており、主とし て、産

品の FOB 価額から非原産材料の価額を控除して算定す

る従来の方法（build-down 方式）の場合は付加価値 

45％、原産材料の価額を積み上げて算定する方法

（build-up 方式）の場合は付加価値 30％を満たすこ

とを求めている。 

 

（vi） 日タイ EPA 

基本的な構成は日マレーシア協定と同様であるが、

品目別規則（PSR）ではタイ側からの要望により化学

製品について加工工程基準を導入している等の違いが 

ある。付加価値基準により原産性を取得する場合、

付加価値 40％を求めている。 

 

（vii） 日ブルネイ EPA 

基本的な構成は日マレーシア EPA と同様であるが、

品目別規則（PSR）に若干の違いがある。付加価値基

準により原産性を取得する場合、主として、付加価値 

40％を求めている。 

 

（viii） 日インドネシア EPA 

基本的な構成は日マレーシア EPA と同様であるが、

品目別規則（PSR）に若干の違いがある。付加価値基

準により原産性を取得する場合、付加価値 40％を求め

ている。 

 

（ix） 日 ASEAN・EPA 

品目別規則（PSR）については、付加価値 40％又は

関税分類番号の 4 桁（CTH）を共通規則として協定本

文に規定し、それ以外の PSR が適用される品目につ

いては附属書の中で別途定められている。 

 

（x） 日ベトナム EPA 

基本的な構成は日ASEAN EPA と同様であるが、品目別

規則（PSR）に若干の違いがある。付加価値基準によ

り原産性を取得する場合、付加価値 40％を求めている。 

 

（xi） 日スイス EPA 

原産地証明制度については、従来の第三者証明制度

に加え、我が国の EPA では初めて認定輸出者による自

己証明制度を導入している。 

 

（xii） 日インド EPA 

インド側に迂回貿易の防止に対する強い懸念があ

り、品目別規則（PSR）の共通規則として、関税分類番

号 6 桁の変更と付加価値 35％を併用したルール（CTSH 

and VA 35％）を採用しつつ、それ以外のPSRが適用さ

れる品目は附属書で個別に規定。我が国が輸出関心の

ある多くの産品については、より貿易促進的な原産地

規則を採用している。 

 

（xiii） 日ペルーEPA 

原産地証明制度については、日スイス EPA に続き、

第三者証明制度に加え、認定輸出者による自己証明制

度を採用している。 
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する場合、主として、付加価値 50％を求めている。な
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（xiv） 日豪 EPA 

原産地証明制度については、従来の第三者証明制度

に加え、我が国の EPA では初めて輸出者、生産者又は

輸入者が自ら証明書を作成する自己申告制度を導入し

ている。 

 

（xv） 日モンゴル EPA 

基本的な構成は日マレーシア EPA と同様であるが、

品目別規則（PSR）に若干の違いがある。付加価値基

準により原産性を取得する場合、付加価値 40％を求め

ている。 

 

（xvi） TPP 

12 か国で統一的な原産地規則を用いることにより事

業者の制度利用負担の緩和が期待されるほか、複数の

締約国における付加価値・加工工程の足し上げを行い、

原産性を判断する完全累積制度が採用された。品目別

規則（PSR）は、関税分類変更基準を基本としつつ、

付加価値基準や加工工程基準との選択的併用制とする

品目、付加価値基準のみとする品目などがある。原産

地証明制度については、輸出者、生産者又は輸入者が

自ら証明書を作成する自己申告制度を導入している。

なお、繊維及び繊維製品に関しては別立ての章が設け

られており、品目別規則（PSR）では基本的にヤー

ン・フォワード・ルールが採用されている。 

 

（xvii） CPTPP（TPP11） 

上記 TPP と同様。 

 

（xviii） 日 EU・EPA 

基本的な構成はこれまで日本が締結してきた EPA と

同様であるが、付加価値基準の計算方法に関し、日本

がこれまで締結した EPA と同様の「域内原産割合（RVC）」

に加え、「非原産材料の利用上限（MaxNOM）」との併

用制が採用されている。また、原産地証明制度につい

ては、輸出者（生産者含む）、輸入者による自己申告

制度を採用しているが、輸出者自己申告を行う場

合、輸入国税関から原産性の確認を求められる際

には、輸出者は輸出国税関を通じて必要な情報提

供を行う、いわゆる間接検認制度となっている。 

 

（xix） 日米貿易協定 

本協定では、日米それぞれで譲許された品目に

対応する品目についてのみ PSR が規定されており、

原産地証明手続きも含めて日米で別々に規定され

ている。しかし、基本的な構成や要素については

同じであり、PSR では双方とも関税分類基準のみ

が採用されている。原産地証明制度については、

輸入者による自己申告制度のみが採用されており、

輸出者、生産者による原産地証明書の作成は認め

られていない。また、輸出者、生産者も含め、原

産地証明手続き等に関して米国の当局に直接照会

を行うための窓口の設置が規定されており、米国

では税関･国境取締局が当該窓口とされている。 

 

（xx） 日英 EPA 

日EU･EPA の継続性を確保するため、構成、要素、

PSR、その他のルールにおいて基本的に日EU･EPA 

の規定を踏襲。同様の観点で、EU 産の原材料、EU 

で行われた生産行為を日英の原産として見なす EU 

拡張累積制度を導入。原産地証明手続きについて

も、日EU･EPA と同じ輸出者（生産者を含む）、輸

入者による自己申告制度、輸出者自己申告の場合

の間接検認制度を採用。 

 

（xxi） RCEP（2020 年 11 月署名） 

CPTPP 同様、RCEP 締約国間で統一された原産地

規則の適用、そして、原産材料についての地域間

の累積（生産行為の累積は再協議対象）が可能と

なる。PSRでは、多くの品目で関税分類基準もしく

は付加価値基準（付加価値 40％）の選択制となっ

ており、これまで多くの協定で加工工程基準が採

用されてきた繊維製品ではほぼすべての品目で関

税分類基準のみが適用される。原産地証明制度に

ついては、①第三者証明制度、②認定輸出者によ

る自己証明制度、③輸出者、生産者による自己申

告制度（発効から 10 ～ 20 年以内に導入）、④輸

入者による自己申告制度（日本のみ発効当初から

導入、他国については再協議扱い）の選択適用が

可能となっている。 

 

②世界の EPA/FTA 原産地規則 

世界には既に、大別して下記の 3 つの EPA/FTA 原産

地規則の類型（米国が採用する米州型、EU が採用する

欧州型、アジア地域諸国の採用するアジア型）が存在

している。 

 

（ａ）米州型 
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関税分類変更基準をベースに、重要な品目について

は付加価値基準を導入している。付加価値の算出方法

については、「ネットコスト方式」により、より精密

な原産資格の計算を要求している部分もある。証明方

法は自己申告型を採用している。 

 

（ｂ）欧州型 

EEA（European Economic Area、EU 加盟国とアイス

ランド、リヒテンシュタイン、ノルウェーを結ぶ地域

経済協定）協定の加工工程基準、付加価値基準がベー

スとなっている。証明方法は認定輸出者型と第三者証

明の併用が基本となっているが、近年、欧州域外と締

結したFTAでは自己申告制度を採用している事例も多

い。また、欧州、地中海沿岸地域を対象とした異なる

協定間で同等のPSRが適用されること等を条件とした

対角累積の実現、それも含めた統一的な原産地規則、

原産地証明手続きの実現を図るイニシアティブ

（ PEM ： Regional Convention on pan-Euro-

Mediterranean preferential rules of origin）を推進

している。 

 

（ｃ）アジア型 

ASEAN における共通市場の創設と地域の生産拠点化

を進めるために更なる貿易円滑化等を進めるべく、

2010 年 5 月に AFTA（ASEAN Free Trade Area、ASEAN 

加盟 10 か国間の自由貿易協定）の共通効果特恵関税

（CEPT）に代わる ASEAN 物品貿易協定（ATIGA：ASEAN 

Trade in Goods Agreement）が発効した。ATIGA を利

用する際の原産地規則については、付加価値基準か関税

分類変更基準のどちらかを選択する方式（Co-equal） 

を採用している。証明制度は、AFTA に代表されるとお

り、第三者証明を採用している協定が多いが、ATIGAな

ど認定輸出者自己証明制度等の自己申告型との併用を

採用している協定も存在。 

 

 
 

＜AD、相殺措置＞ 

 
 

（１）ルールの背景 
 

近年、FTA の締結にあたり、WTO 協定上認められてい

るアンチ・ダンピング（AD）措置をはじめとする貿

易救済措置の域内相互不適用や、AD 協定に付加する形

での規律強化を盛り込む例が見られる。1990 年代以降

こうした規定が FTA に盛り込まれるようになった背景

には、貿易救済措置の濫用によって FTA 締結国間にお

ける市場アクセス向上の成果が阻害される（アンチ・

ダンピングの具体例については、第 II 部 6 章を参照）

ことを避けることや、FTA 締結国間共通の競争政策

をもって AD 措置と代替させることにより、地域・二国

間の自由貿易を更に促進させるといった狙いがある。 

 

（２）WTO 協定との関係 
 

EPA/FTA 協定における AD 措置の不適用は、関税の全

廃など物の貿易に関する市場の同一化、自由貿易の確

立が前提であり、WTO の目的には整合的である。他方、

AD 措置の不適用までは至らないが、AD の手続面及び

実体面における規律の強化（WTO プラスの規律）につ

いては、WTO の AD ルール交渉において、規律強化を目指

してなされている提案との重なりも見られ、AD 協定の規

律強化を二国間で先取りしていると評価することも可能

である。その一方で、AD 調査や措置の発動に際し、FTA 

締結国との関係でのみ WTO プラスの規律で特別に扱うこ

とは、その内容によっては、GATT の最恵国待遇原則に

抵触する可能性があるとの指摘もある。 

 

（３）法的規律の概要 
 

1990 年代以降、その内容は多様化し、変遷しているが、

FTA における AD 措置の規定は大きく以下の 3 つの類型

に分けられる（相殺関税措置の規定についてもこれに

準ずる。）。 

 

① WTO・AD 協定上の権利及び義務を確認するもの 

FTA 協定の中で、明示的に WTO・AD 協定上の権利・

義務を確認する規定があるもののほか、FTA の総則の

中で、GATT 上の権利行使を妨げないと規定することによ
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関税分類変更基準をベースに、重要な品目について
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法は自己申告型を採用している。 
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している。 
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ASEAN における共通市場の創設と地域の生産拠点化

を進めるために更なる貿易円滑化等を進めるべく、
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用する際の原産地規則については、付加価値基準か関税

分類変更基準のどちらかを選択する方式（Co-equal） 

を採用している。証明制度は、AFTA に代表されるとお

り、第三者証明を採用している協定が多いが、ATIGAな

ど認定輸出者自己証明制度等の自己申告型との併用を

採用している協定も存在。 
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近年、FTA の締結にあたり、WTO 協定上認められてい
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易救済措置の域内相互不適用や、AD 協定に付加する形

での規律強化を盛り込む例が見られる。1990 年代以降

こうした規定が FTA に盛り込まれるようになった背景

には、貿易救済措置の濫用によって FTA 締結国間にお

ける市場アクセス向上の成果が阻害される（アンチ・

ダンピングの具体例については、第 II 部 6 章を参照）

ことを避けることや、FTA 締結国間共通の競争政策

をもって AD 措置と代替させることにより、地域・二国

間の自由貿易を更に促進させるといった狙いがある。 

 

（２）WTO 協定との関係 
 

EPA/FTA 協定における AD 措置の不適用は、関税の全

廃など物の貿易に関する市場の同一化、自由貿易の確

立が前提であり、WTO の目的には整合的である。他方、
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に分けられる（相殺関税措置の規定についてもこれに

準ずる。）。 

 

① WTO・AD 協定上の権利及び義務を確認するもの 

FTA 協定の中で、明示的に WTO・AD 協定上の権利・

義務を確認する規定があるもののほか、FTA の総則の

中で、GATT 上の権利行使を妨げないと規定することによ
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り、実体上、域内でも WTO 上の AD 規律の適用をそのま

ま認めているものがある。日シンガポール EPA 等、多

くの FTA がこの類型にあてはまる。 

 

② WTO・AD 協定よりも規律を強化するもの 

最近締結された FTA などでは、WTO プラスの AD 規律

を導入している。例えば、NZ・シンガポール FTA では、

①AD 税を賦課することができないとする僅少マージ

ン（デミニマス）を輸出価格の 2％から 5％へ引き上げ

（第 9 条 1（a））、②上記①は新規調査事案のみなら

ずレビューにも適用する（同（b））、③無視できる

ダンピング輸入量を 3％でなく 5％とし、輸入量が 5％

を下回る場合には、調査は直ちに終了する（同

（c））、 

④上記③の、無視できるダンピング輸入数量を決

定する調査対象期間を、通常少なくとも 12 か月とする

（同（d））、⑤AD 税賦課の期間を原則として 5 年から 

3 年に短縮する（同（e））、などの点において規律強

化が図られた。日 EU・EPA では、重要事実開示におい

て、特に開示すべき情報の明示（第 5.12 条 3(a)）、

調査開始前の通報について、調査開始の少なくとも 

10 日前までに通報すべきことを明記（第 5.14 条）す

るなどの規律強化が行われた。 

また、韓国インド貿易協定においては、レッサ

ー・デューティー・ルールの適用（AD 課税決定の際、

ダンピング・マージンと等価な税率を課さなくても国

内産業への損害を除去できる場合は、当該損害の除去

に十分な程度の税率（ダンピング・マージンよりも低

い税率）を適用することの義務化）（第 2.17 条）、

ゼロイング（「第Ⅰ部第 2 章 米国 アンチ・ダンピ

ング」参照）の禁止（第 2.18 条）や措置撤廃後 1 年

以内の再調査の禁止（第 2.19 条）が規定されるなど、

WTO･AD 協定よりも規律強化が図られている。 

こうした実体的な規律強化とは別に、手続的な規

律強化を定める FTA の例もある。例えば、EU 韓国 

FTA（KOREUFTA）のように申請書を受理した当局が調

査開始 15 日前に相手国に通知すること、米韓FT（A 

KORUSFTA）のように措置を適用する前に相手国政府

との事前協議 の機会を持つこと、タイ豪州 FTA

（TAFTA）のように AD 課税よりも価格約束の受入れを

優先するよう配慮すること等の規定が挙げられる。 

 

③ 協定締結国間での AD 措置の不適用を規定するも

の 

1990 年に豪州 NZ 経済協力協定（ANZCERTA）では、

二国間の貿易関係における AD 措置の適用を終了させ

る一方で、国内競争法を改正整備して AD 措置を廃止

することとし、AD 措置を相互不適用とした。また、カ

ナダ・チリ FTA においては、2003 年以降、域内貿易に

対する AD 措置を撤廃することとしつつ（第 M-01～03 

条）、これにより想定外の状況が生じた場合の一定の

協議事項を規定している（第 M-04 条）。 

もっとも、上記のうち、AD 措置の相互不適用を定め

る FTA は極めて例外的である。大部分の FTA は、締結国

間での WTO 協定上の権利・義務を確認しており、市場ア

クセスの拡大に伴うダンピングの発生・拡大や違法な

補助金の供与による「国内産業への損害」に対応する

措置として、AD 措置及び相殺関税措置の発動を認めて

いる。 

 

（４）我が国の EPA/FTA における AD 規

律の概要 

 
我が国がこれまで締結した EPA において、WTO プラ

スの規律が盛り込まれたのは日インド EPA のみであり、

その他の EPA では WTO 協定上の権利・義務を確認する

（域内での WTO 協定に整合的な AD 措置の適用を認め

る）のみである（図表Ⅲ‐1－1 参照）。 

2011 年 8 月に発効した日インド EPA では、AD 措置の

手続面に関する WTO プラスの規律として、調査開始を

求める申請書を受領した当事国が調査開始の少なくと

も 10 執務日前までに相手国に対して申請の受領 

を通知し、申請書の全文提供を行うことを義務付け

た規定（第 24 条）が盛り込まれた。これは我が国にと

って、EPA において AD 措置に関する具体的に強化した初

の例といえる。 

2016 年 2 月に署名された TPP では、AD/CVD につい

て、WTO 協定上の権利義務が確認されたほか、透明性

及び適正な手続を促進する運用として、調査過程等に

おける具体的手続が義務的な形ではないが、挙げられ

ている。これらの規定は、締約国の権利義務を定める

ものではないが、透明性を促進する運用が共有される

ことにより、各締約国による AD 措置・CVD 措置の濫用

を抑制する効果が期待される。 
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＜図表 III-1-1＞我が国の発効済み・署名済み EPA/FTA の AD、相殺措置に関する規定概要 

我が国の 

EPA/FTA 

AD税に関する規定 相殺関税に関する規定 

日・シンガポー

ル 

WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（前文）、域内適用可能（第14条5（b）） 

 

日・メキシコ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第167条）、域内適用可能（第11条（b）） 

日・マレーシア WTO協定上の権利及び義務を確認（第11条1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

日・フィリピン WTO協定上の権利及び義務を確認（第11条1）、域内適用可能（第18条4（b）） 

 

日・チリ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第3条）、域内適用可能（第28条（d）（ii）） 

 

日・タイ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第11条1）、域内適用可能（第15条（b）（ⅱ）） 

日・ブルネイ WTO協定上の権利及び義務を確認（第9条1）、域内適用可能（第13条（b）（ⅱ）） 

日・インドネシ

ア 

WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第12条1）、域内適用可能（第20条4（b）） 

日・ASEAN 

（AJCEP） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第10条1）、域内適用可能（第13条（a）（ⅱ）） 

日・ベトナム WTO協定上の権利及び義務を確認（第9条1）、域内適用可能（第13条（b）（ⅱ）） 

 

日・スイス 

調査開始前の速やかな通知、要請に基づく

協議の可能性の検討、WTOにおけるAD措置

の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO

協定上の権利及び義務を確認（第7条1）、

域内適用可能（第11条（c）（ii）） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第7条

1）、域内適用可能（第11条（c）（ii）） 

 

 
 

日・インド 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第12条

1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

調査開始前の通知及び申請書全文提供、通

知を受けた締約国は輸出者等に通報可（第

24条） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第12条

1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

日・ペルー WTO協定上の権利及び義務を確認（第2条1）、域内適用可能（第18条（e）（ⅱ）） 

日・オーストラ

リア 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第2.11条）、域内適用可能（第1.2条（f）（ⅱ）） 

日・モンゴル WTO協定上の権利及び義務を確認（第2.17条）、域内適用可能（第2.1条（f）（ⅱ）） 
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＜図表 III-1-1＞我が国の発効済み・署名済み EPA/FTA の AD、相殺措置に関する規定概要 

我が国の 

EPA/FTA 

AD税に関する規定 相殺関税に関する規定 

日・シンガポー

ル 

WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（前文）、域内適用可能（第14条5（b）） 

 

日・メキシコ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第167条）、域内適用可能（第11条（b）） 

日・マレーシア WTO協定上の権利及び義務を確認（第11条1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

日・フィリピン WTO協定上の権利及び義務を確認（第11条1）、域内適用可能（第18条4（b）） 

 

日・チリ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第3条）、域内適用可能（第28条（d）（ii）） 

 

日・タイ 
WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第11条1）、域内適用可能（第15条（b）（ⅱ）） 

日・ブルネイ WTO協定上の権利及び義務を確認（第9条1）、域内適用可能（第13条（b）（ⅱ）） 

日・インドネシ

ア 

WTOにおけるAD措置の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO協定上の権利及び義務を確

認（第12条1）、域内適用可能（第20条4（b）） 

日・ASEAN 

（AJCEP） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第10条1）、域内適用可能（第13条（a）（ⅱ）） 

日・ベトナム WTO協定上の権利及び義務を確認（第9条1）、域内適用可能（第13条（b）（ⅱ）） 

 

日・スイス 

調査開始前の速やかな通知、要請に基づく

協議の可能性の検討、WTOにおけるAD措置

の規律強化に向けた協力（共同声明）、WTO

協定上の権利及び義務を確認（第7条1）、

域内適用可能（第11条（c）（ii）） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第7条

1）、域内適用可能（第11条（c）（ii）） 

 

 
 

日・インド 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第12条

1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

調査開始前の通知及び申請書全文提供、通

知を受けた締約国は輸出者等に通報可（第

24条） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第12条

1）、域内適用可能（第16条（b）（ⅱ）） 

日・ペルー WTO協定上の権利及び義務を確認（第2条1）、域内適用可能（第18条（e）（ⅱ）） 

日・オーストラ

リア 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第2.11条）、域内適用可能（第1.2条（f）（ⅱ）） 

日・モンゴル WTO協定上の権利及び義務を確認（第2.17条）、域内適用可能（第2.1条（f）（ⅱ）） 
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我が国の 

EPA/FTA 

AD税に関する規定 相殺関税に関する規定 

 

 
 

日・EU 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第5.11 

条）、域内適用可能（第2.4条（b））、特に開

示すべき情報の明記（第5.12条3(a)）調査

開始前の通報について、10日前までに通報

すべきことを明記（第5.14条） 

WTO協定上の権利及び義務を確認（第5.11 

条）、域内適用可能（第2.4条（b））、特に開

示すべき情報の明記（第5.12条3(b)） 

TPP 
WTO協定上の権利及び義務を確認（第6.8 条）、附属書6-Aにより透明性及び適正手続を促

進する運用を規定 

日英 
WTO 協定上の権利及び義務を確認（第 5.11 条）、透明性及び適正手続を促進する運用

を規定 

RCEP 
WTO 協定上の権利及び義務を確認（第 7.11 条）、附属書 7-A により透明性及び適正手

続を促進する運用を規定 

 

 

＜セーフガード＞ 
 

 

 

（１）ルールの背景 
 

① EPA の締約国間セーフガード措置 

多くの EPA/FTA では、当該 EPA/FTA による関税譲許

等の自由化に関する義務を負った相手国産品の輸入が

急増した場合に関する締約国間でのセーフガード（SG） 

措置を規定している。これは、EPA/FTA に基づく関税

の撤廃又は引き下げの結果として輸入が増加すること

により、国内産業に重大な損害が生じ又はそのおそれ

が発生した場合に、緊急措置として、EPA/FTA におけ

る関税撤廃・削減の約束を一時的に撤回し、GATT 上の

最恵国関税に戻すことを認めるものであり、当該

EPA/FTA に、その発動要件や手続を規定している。締

約国間 SG 措置は、EPA/FTA の自由化交渉において、セ

ンシティブ品目を含むより多くの品目について関税の

削減撤廃を約束するための一種のセーフティバルブ

（安全弁）として機能しており、EPA/FTA 交渉上重要

な項目の 1 つである。 

② 締約国間セーフガード措置の分類 

締約国間 SG 措置は、その内容により、以下の 4 つに

分類することができる。すなわち、（1）主に WTO の SG 

協定に準拠した内容のもの（米豪、米シンガポール、

日シンガポール、日メキシコ、韓シンガポール、RCEP

等）、（2）主に GATT 第 19 条に準拠した内容のもの

（NAFTA、 USMCA、CPTPP 等）、（3）一般的な締約国

間 SG 制度を有しないもの（韓チリ等。但し、韓チリ

には農業についての SG は存在）、（4）一定の条件の

下 SG 措置の発動を認める欧州型（地域の経済悪化を

もたらすような産業への損害がある場合や、経済的、

社会的、環境的な問題などが生じた場合に SG の発動

を認めるもの）（EFTA、EU メキシコ等）。現状、日本

の EPA における締約国間 SG 措置は(1)(2)の類型のも

のといえる。以下、締約国間 SG 措置の特色と具体例を

概観する。 

 

（２）法的規律の概要 
 

① EPA 締約国間セーフガード措置の特色 

上記のとおり、締約国間 SG 措置は、EPA/FTA の貿易

自由化に対するセーフティバルブ(安全弁)として機能す

る。よって、措置の発動も、EPA/FTA によって自由化

された（関税が引き下げられた）範囲内でのみ認めら

れるべきとの考えが強く、WTO の SG 措置とはやや性格

の異なる制度であると考えられる。ここから以下のよ
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うな特色が生じる。 

 

（a） WTO の SG 措置よりも制限的な措置内容 

WTO のSG 協定が関税措置の他に数量制限を認めてい

るのに対し（第 5 条第 1 項）、一般的に、EPA/FTA に

よる締約国間 SG 措置は関税上の措置のみとされてい

ることが多い。また関税の引上げ幅についても、SG 協

定では特段の定めがないのに対して、締約国間 SG 措

置では EPA/FTA に基づく関税削減の停止、又は関税率

を実行 MFN 税率（締約国間 SG 措置をとる時点におけ

る実行 MFN 税率又は協定発効の前日における実行 MFN 

税率のいずれか低い方の税率）まで引き上げることの

みとされることが多い。2016 年 2 月に署名された TPP 

では、AD/CVD について、WTO 協定上の権利義務が確認

されたほか、これは、EPA/FTA の貿易自由化に対する

セーフティバルブ（安全弁）という締約国間 SG 措置の

上記基本理念から必然的に導かれる特色である。また

そもそも、特定国間の EPA/FTA 上の規定に基づいて実

行 MFN 税率を超える関税引き上げを行ったり、締約国か

らの輸入数量を制限したりすることは、WTO 協定の最

恵国待遇義務との抵触を生じ、GATT 第 24 条（自由貿

易地域） による正当化も困難であろう。 

 

（b） 発動要件や期間等の制限 

締約国間 SG 措置では、EPA/FTA に基づく関税の撤廃

又は引下げの結果として輸入が増加したことを発動要

件とするが、EPA/FTA 交渉時に予見し難かった事情で

あることまでは要求しない例が多い。GATT 上の譲許よ

りさらに進んだ関税撤廃・削減を定める EPA/FTA の性格

上、ある程度の輸入増加は締約国として当然予測してい

るからであろう。しかし、関税及び非関税措置の撤廃

により自由貿易地域の設立を目指す EPA/FTA の基本目

的を踏まえ、締約国間 SG 措置の規律は WTO の SG 協定

よりも厳格であることが多い。 

例えば、日シンガポール協定や日チリ協定では、発

動要件が輸入の絶対的増加に限られている。 

また、締約国間 SG 措置の適用を、FPA／ETA 発効後

又は関税撤廃及び削減後の一定の経過期間に制限する

例もある（CPTPP、日 EU、RCEP 等）1。 

さらに、措置の発動期間については、原則 2 年・最

                             
1  実際に経過期間の終了により締約国間 SG 措置が撤廃された例も存在する。豪州 NZ 経済協力協定（ANZCERTA）では、移行期間として関税、数

量制限、関税割当、輸出インセンティブ及び貿易機会の発展を妨げる物価安定措置や補助が存続する期間と定められていた。1990 年 7 月の物品貿易

の完全自由化とともに移行期間も終了し、同二国間SG 措置は廃止された。 

長 4 年（日シンガポール協定）や原則 4 年・最長 5 年

（日マレーシア協定）、原則 3 年以下・最長 4 年

（RCEP）など、発動期間の上限をセーフガード協定上

認められた期間より短く設定しているものがある。 

暫定措置の規定がなく、SG 調査完了前の発動を認め

ない例（CPTPP、USMCA 等）も、SG 措置規律の強化の例

といえよう。 

加えて、SG 措置の適用を禁止する僅少（デミニマス） 

基準を導入している例として、調査対象産品の輸入が、

国内販売市場シェアの 2％以下又は総輸入（調査申請

前の 12 か月間）の 3％以下の場合には締約国間 SG 措

置をとってはならないとするシンガポール・インド

FTA 等が存在する。 

 

（c） 発動対象の限定（多国間 EPA/FTA） 

3 か国以上の締約国が存在する EPA/FTA に固有の問

題であるが、締約国間 SG 措置の発動対象について、

(i)輸入源のいかんを問わず域内全域に対して発動す

るのか、(ii)特定締約国に対して発動するのか、制度

設計にバリエーションがありうる。CPTPP では、輸入

増加・国内産業への損害のおそれ等の要件充足性を各

締約国別に認定し、要件を満たした締約国からの輸入

に対してのみ SG 税を賦課する（上記(ii)）こととして

いる。RCEPでは、(ii)特定締約国（another Party）を

対象とする発動を規定するほか、2以上の締約国から

の輸入が問題となる場合はそれを一括して

（collectively）評価する条文となっており、(i)およ

そ域内からの輸入増加に際し、輸出国のいかんを問わ

ず域内全域に対して発動することも可能な設計となっ

ているようである。 

 

②  WTO 協定と EPA 締約国間セーフガード措置の関係

について 

まず、第 II 部第 8 章１(2)にて既述のとおり、WTO 

協定上の SG 措置の対象から EPA 締約国を除外した場

合、WTO・SG の対応性原則（Parallelism）との関係で

問題が生じうる。この点、我が国が締結した EPA/FTA 

の場合、締約国間 SG 措置を発動している場合であっ

ても、WTO 協定に基づく SG の発動に特段の制限

（EPA/FTA 締結国を SG 措置の対象から除外する等）が
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うな特色が生じる。 

 

（a） WTO の SG 措置よりも制限的な措置内容 

WTO のSG 協定が関税措置の他に数量制限を認めてい

るのに対し（第 5 条第 1 項）、一般的に、EPA/FTA に

よる締約国間 SG 措置は関税上の措置のみとされてい

ることが多い。また関税の引上げ幅についても、SG 協

定では特段の定めがないのに対して、締約国間 SG 措

置では EPA/FTA に基づく関税削減の停止、又は関税率

を実行 MFN 税率（締約国間 SG 措置をとる時点におけ

る実行 MFN 税率又は協定発効の前日における実行 MFN 

税率のいずれか低い方の税率）まで引き上げることの

みとされることが多い。2016 年 2 月に署名された TPP 

では、AD/CVD について、WTO 協定上の権利義務が確認

されたほか、これは、EPA/FTA の貿易自由化に対する

セーフティバルブ（安全弁）という締約国間 SG 措置の

上記基本理念から必然的に導かれる特色である。また

そもそも、特定国間の EPA/FTA 上の規定に基づいて実

行 MFN 税率を超える関税引き上げを行ったり、締約国か

らの輸入数量を制限したりすることは、WTO 協定の最

恵国待遇義務との抵触を生じ、GATT 第 24 条（自由貿

易地域） による正当化も困難であろう。 

 

（b） 発動要件や期間等の制限 

締約国間 SG 措置では、EPA/FTA に基づく関税の撤廃

又は引下げの結果として輸入が増加したことを発動要

件とするが、EPA/FTA 交渉時に予見し難かった事情で

あることまでは要求しない例が多い。GATT 上の譲許よ

りさらに進んだ関税撤廃・削減を定める EPA/FTA の性格

上、ある程度の輸入増加は締約国として当然予測してい

るからであろう。しかし、関税及び非関税措置の撤廃

により自由貿易地域の設立を目指す EPA/FTA の基本目

的を踏まえ、締約国間 SG 措置の規律は WTO の SG 協定

よりも厳格であることが多い。 

例えば、日シンガポール協定や日チリ協定では、発

動要件が輸入の絶対的増加に限られている。 

また、締約国間 SG 措置の適用を、FPA／ETA 発効後

又は関税撤廃及び削減後の一定の経過期間に制限する

例もある（CPTPP、日 EU、RCEP 等）1。 

さらに、措置の発動期間については、原則 2 年・最

                             
1  実際に経過期間の終了により締約国間 SG 措置が撤廃された例も存在する。豪州 NZ 経済協力協定（ANZCERTA）では、移行期間として関税、数

量制限、関税割当、輸出インセンティブ及び貿易機会の発展を妨げる物価安定措置や補助が存続する期間と定められていた。1990 年 7 月の物品貿易

の完全自由化とともに移行期間も終了し、同二国間SG 措置は廃止された。 

長 4 年（日シンガポール協定）や原則 4 年・最長 5 年

（日マレーシア協定）、原則 3 年以下・最長 4 年

（RCEP）など、発動期間の上限をセーフガード協定上

認められた期間より短く設定しているものがある。 

暫定措置の規定がなく、SG 調査完了前の発動を認め

ない例（CPTPP、USMCA 等）も、SG 措置規律の強化の例

といえよう。 

加えて、SG 措置の適用を禁止する僅少（デミニマス） 

基準を導入している例として、調査対象産品の輸入が、

国内販売市場シェアの 2％以下又は総輸入（調査申請

前の 12 か月間）の 3％以下の場合には締約国間 SG 措

置をとってはならないとするシンガポール・インド

FTA 等が存在する。 

 

（c） 発動対象の限定（多国間 EPA/FTA） 

3 か国以上の締約国が存在する EPA/FTA に固有の問

題であるが、締約国間 SG 措置の発動対象について、

(i)輸入源のいかんを問わず域内全域に対して発動す

るのか、(ii)特定締約国に対して発動するのか、制度

設計にバリエーションがありうる。CPTPP では、輸入

増加・国内産業への損害のおそれ等の要件充足性を各

締約国別に認定し、要件を満たした締約国からの輸入

に対してのみ SG 税を賦課する（上記(ii)）こととして

いる。RCEPでは、(ii)特定締約国（another Party）を

対象とする発動を規定するほか、2以上の締約国から

の輸入が問題となる場合はそれを一括して

（collectively）評価する条文となっており、(i)およ

そ域内からの輸入増加に際し、輸出国のいかんを問わ

ず域内全域に対して発動することも可能な設計となっ

ているようである。 

 

②  WTO 協定と EPA 締約国間セーフガード措置の関係

について 

まず、第 II 部第 8 章１(2)にて既述のとおり、WTO 

協定上の SG 措置の対象から EPA 締約国を除外した場

合、WTO・SG の対応性原則（Parallelism）との関係で

問題が生じうる。この点、我が国が締結した EPA/FTA 

の場合、締約国間 SG 措置を発動している場合であっ

ても、WTO 協定に基づく SG の発動に特段の制限

（EPA/FTA 締結国を SG 措置の対象から除外する等）が
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加えられることはない旨 EPA/FTA の規定上確保されて

おり、WTO 協定整合性の問題は原則として生じない。ま

た、これも前述のとおり、EPA 締約国間 SG による貿易

制限措置も WTO 協定（特に最恵国待遇義務）との整合

性が問題となりうる。我が国が締結した EPA において

認められる締約国間 SG 措置は、EPA/FTA に基づく関税

削減の停止、又は関税率を実行 MFN 税率まで引き上げ

ることのみを許容しており、原則として、この点でも 

WTO 協定との整合性の問題は発生しないと考えられる。

（ただし、EPA/FTA は域内の「実質上のすべての貿易」

について「制限的通商規則」を廃止しなければならな

い（GATT 第 24 条 8 項）との規律もあり、締約国間 SG 

措置の設計・運用によっては別途これに抵触する可能

性もあることに留意すべきである）。 

 

 
 

＜基準・認証制度＞ 

 

 

（１）ルールの背景 
 

WTO には、基準認証制度が国際貿易に不必要な障害

をもたらすことのないよう、国際的なハーモナイゼー

ションの推進や透明性の確保等を規定した、貿易の技

術的障害に関する協定（WTO/TBT 協定）がある（詳し

くは第 II 部第 11 章参照）。EPA/FTA においても、基

本的に、各国の制度上の専門性、地域の特殊性を考慮

しつつ、基準認証に関する条項が設けられている。 

 

（２）法的規律の概要 
 

基準認証分野は、制度上の専門性、地域の特殊性等

の要素が非常に強いため、WTO/TB（T 貿易の技術的障害）

委員会、APEC/SCSC（基準・適合性小委員会）等の多国

間における専門家間の協議を通じて問題点の共有化を

図り、各国と共同歩調をとりながら議論を進めること

により、透明性及び技術基準等の国際整合性の確保等

を図っていくことが有効な手段である。また、基準認

証制度が国際貿易に対する不必要な障害をもたらすこ

とのないようにすることを確保するという WTO/TBT 協

定の目的に沿って、我が国のこれまでの EPA では、日

インドネシア EPA 及び日ブルネイ EPA を除き、基準認

証分野について次のように規定している。 

日メキシコ EPA、日マレーシア EPA、日チリ EPA、日

ASEAN・EPA、日スイス EPA、日ベトナム EPA、日インド

EPA、日ペルーEPA、日豪 EPA、日モンゴル EPA、CPTPP、

日 EU EPA、日英EPA では、WTO/TBT 協定に基づく権利

義務を再確認し、また一部の協定は、強制規格、適合

性評価手続及び透明性に関し、WTO/TBT 協定に基づく

権利義務の再確認を超えるレベルの要素を一部盛り込

んでいる。（なお、本章は物品貿易に係る措置・相互

承認を扱っているが、「人の移動」に関連する措置で

ある資格の相互認証については、第 3 章「人の移動」

を参照。） 

 

① 日メキシコ EPA、日マレーシア EPA、日チリ 

EPA、日 ASEAN・EPA、日スイス EPA 、日ベトナム

EPA、日ペルーEPA 

日メキシコ EPA では第 3 章第 3 節に、日マレーシア

EPA では第 5 章に、日チリ EPA では第 7 章に、日アセ 

アン EPA では第 5 章に、日スイス EPA では第 5 章に、

日ベトナム EPA では第 6 章に、日ペルーEPA では第 6 

章に、強制規格、任意規格及び適合性評価手続章が設 

けられている。これらの EPA は、WTO/TBT 協定に基づ

く権利義務を再確認し、また、一部の EPA は、強制規

格、任意規格及び適合性評価手続に関して、情報交換、

共同研究等の協力を行い、小委員会の設置及び両締約

国政府による照会所を指定すること等を規定している。 

特に日ペルーEPA においては、従来の EPA に比して

適合性評価手続及び透明性を中心に手続規則を強化し

ており、例えば、①一方の締約国が他方の締約国の適

合性評価機関で行われた適合性評価手続の結果を受け

入れないことを決定する場合に、要請に応じて理由を

説明すること、②適合性評価機関の認定（指定）に際

して、可能な場合には、他方の締約国における適合性

評価機関に対して、自国に立地する適合性評価機関よ

りも不利でない条件で認定（指定）を行い、一方の締

約国が他方の締約国の適合性評価機関の認定（指定）

を拒否する場合は、要請に応じて理由を説明すること、
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③また、強制規格及び適合性評価手続の作成に際し、

WTO/TBT 協定に基づく通報と同時に、他方の締約国に

も通報し、公衆及び他方の締約国が書面による意見を

提出するための期間（少なくとも 60 日間）を置くよう

努めること、④制定された全ての強制規格及び適合性

評価手続を公式ウェブサイトにおいて無料で公開する

ことに努めること等を規定している。これらの規律は、

WTO/TBT 協定の義務の強化・明確化を図るものであり、

我が国企業のビジネス環境の改善を目的とするもので

ある（WTO/TBT 協定の主要な義務については、第Ⅱ部

第Ⅱ章参照）。日ペルーで新たに設けられた規定の一

部は、その後の日豪 EPA、日モンゴル EPA等 でも採用

されることになった。 

 

② 日シンガポール EPA 

第 6 章に相互承認章を設けている。輸出国側の政府

が指定した機関が、輸入国側の基準及び手続に基づい

て適合性の評価を行った場合、その評価結果を輸入国

内で実施した適合性の評価と同等の保証が得られるも

のとして相互に受け入れるものである。例えば、日本

政府が日本国内の機関をシンガポールの国内基準との

適合性を評価する機関として指定し、当該機関での適

合性評価結果をシンガポールが受け入れる制度である。

適用範囲は、電気製品、通信端末機器及び無線機器で

ある。なお、日本国内での MRA の的確な実施を確保す

るため、MRA 法（特定機器に係る適合性評価手続の結

果の外国との相互承認の実施に関する法律）を制定し

ている。 

 

③ 日タイ EPA、日フィリピン EPA 

日タイ EPA 及び日フィリピン EPA では、双方とも第

6 章に相互承認章を設けており、輸出国内の適合性評

価機関の指定（登録）を輸入国政府が直接行うことを

双方で認め合うことを規定している。例えば、フィリ

ピン国内で日本の基準への適合性を評価する機関を日

本政府が指定し、当該機関での適合性評価結果を日本

が受け入れる制度である。適用範囲は、日タイ EPA、

日フィリピン EPA ともに電気製品である。日シンガポ

ール EPA との違いは、日シンガポール EPA では、シン

ガポール国内の適合性評価機関を日本の電気用品安全

法に基づいてシンガポール政府が指定し、当該機関が

発行した証明書を日本政府が受け入れる制度となって

おり、日本国内での的確な実施を確保するため、MRA 法

（特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相

互承認の実施に関する法律）を制定しているのに対し、

日タイ EPA、日フィリピン EPA では、タイ若しくはフ

ィリピン国内の適合性評価機関を日本の電気用品安全

法に基づいて日本政府が指定し、当該機関が発行した

証明書を日本政府が受け入れる制度となっており、MRA 

法でなく既存の法律（電気用品安全法）で担保されて

いる点である。 

 

④ 日インド EPA 

日インド EPA では、第 5 章に強制規格、任意規格及

び適合性評価手続並びに衛生植物検疫措置について定

められており、この中で相互承認については小委員会

を通じて何らかの取り決めを行うこととの実現可能性

について討議する旨規定されている。また、第 5 章に

は、後発医薬品に関する協力についても定められており

（第 54 条）、一方の締約国の者が他方の締約国の市場

への後発医薬品の投入のために要求される登録その他

の承認の申請を行う場合には、この申請が他方の締約

国の法令に基づく全ての要件を満たしている場合、関

連手続きにおいてその国の者による同種の申請に与え

る待遇よりも不利でない待遇を与える旨規定している。 

 

⑤ 日豪 EPA 

第 6 章に、強制規格、任意規格及び適合性評価手続

章が設けられている。従来の EPA と同じく、WTO/TBT 

協定に基づく権利義務を再確認し、小委員会を設置し、

照会所に相当する「調整当局」を指定することを規定

している。適合性評価手続及び透明性の条文には、①

一方の締約国が他方の締約国の適合性評価機関で行わ

れた適合性評価手続の結果を受け入れないことを決定

する場合に、要請に応じて理由を説明すること、②一

方の締約国が他方の締約国の適合性評価機関の認定

（承認）を拒否する場合は、要請に応じて理由を説明

すること、③強制規格及び適合性評価手続の作成に際

し、WTO/TBT 協定に基づく通報と同時に、他方の締約

国にも電子的に送信すること等を規定している。（①

～③は日ペルーEPA にも同様の内容が規定されてい

る。） 

 

⑥ 日モンゴル EPA 

第 6 章に、強制規格、任意規格及び適合性評価手続

章が設けられている。従来の EPA と同じく WTO/TBT 協
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③また、強制規格及び適合性評価手続の作成に際し、

WTO/TBT 協定に基づく通報と同時に、他方の締約国に

も通報し、公衆及び他方の締約国が書面による意見を

提出するための期間（少なくとも 60 日間）を置くよう

努めること、④制定された全ての強制規格及び適合性

評価手続を公式ウェブサイトにおいて無料で公開する

ことに努めること等を規定している。これらの規律は、

WTO/TBT 協定の義務の強化・明確化を図るものであり、

我が国企業のビジネス環境の改善を目的とするもので

ある（WTO/TBT 協定の主要な義務については、第Ⅱ部

第Ⅱ章参照）。日ペルーで新たに設けられた規定の一

部は、その後の日豪 EPA、日モンゴル EPA等 でも採用

されることになった。 

 

② 日シンガポール EPA 

第 6 章に相互承認章を設けている。輸出国側の政府

が指定した機関が、輸入国側の基準及び手続に基づい

て適合性の評価を行った場合、その評価結果を輸入国

内で実施した適合性の評価と同等の保証が得られるも

のとして相互に受け入れるものである。例えば、日本

政府が日本国内の機関をシンガポールの国内基準との

適合性を評価する機関として指定し、当該機関での適

合性評価結果をシンガポールが受け入れる制度である。

適用範囲は、電気製品、通信端末機器及び無線機器で

ある。なお、日本国内での MRA の的確な実施を確保す

るため、MRA 法（特定機器に係る適合性評価手続の結

果の外国との相互承認の実施に関する法律）を制定し

ている。 

 

③ 日タイ EPA、日フィリピン EPA 

日タイ EPA 及び日フィリピン EPA では、双方とも第

6 章に相互承認章を設けており、輸出国内の適合性評

価機関の指定（登録）を輸入国政府が直接行うことを

双方で認め合うことを規定している。例えば、フィリ

ピン国内で日本の基準への適合性を評価する機関を日

本政府が指定し、当該機関での適合性評価結果を日本

が受け入れる制度である。適用範囲は、日タイ EPA、

日フィリピン EPA ともに電気製品である。日シンガポ

ール EPA との違いは、日シンガポール EPA では、シン

ガポール国内の適合性評価機関を日本の電気用品安全

法に基づいてシンガポール政府が指定し、当該機関が

発行した証明書を日本政府が受け入れる制度となって

おり、日本国内での的確な実施を確保するため、MRA 法

（特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相

互承認の実施に関する法律）を制定しているのに対し、

日タイ EPA、日フィリピン EPA では、タイ若しくはフ

ィリピン国内の適合性評価機関を日本の電気用品安全

法に基づいて日本政府が指定し、当該機関が発行した

証明書を日本政府が受け入れる制度となっており、MRA 

法でなく既存の法律（電気用品安全法）で担保されて

いる点である。 

 

④ 日インド EPA 

日インド EPA では、第 5 章に強制規格、任意規格及

び適合性評価手続並びに衛生植物検疫措置について定

められており、この中で相互承認については小委員会

を通じて何らかの取り決めを行うこととの実現可能性

について討議する旨規定されている。また、第 5 章に

は、後発医薬品に関する協力についても定められており

（第 54 条）、一方の締約国の者が他方の締約国の市場

への後発医薬品の投入のために要求される登録その他

の承認の申請を行う場合には、この申請が他方の締約

国の法令に基づく全ての要件を満たしている場合、関

連手続きにおいてその国の者による同種の申請に与え

る待遇よりも不利でない待遇を与える旨規定している。 

 

⑤ 日豪 EPA 

第 6 章に、強制規格、任意規格及び適合性評価手続

章が設けられている。従来の EPA と同じく、WTO/TBT 

協定に基づく権利義務を再確認し、小委員会を設置し、

照会所に相当する「調整当局」を指定することを規定

している。適合性評価手続及び透明性の条文には、①

一方の締約国が他方の締約国の適合性評価機関で行わ

れた適合性評価手続の結果を受け入れないことを決定

する場合に、要請に応じて理由を説明すること、②一

方の締約国が他方の締約国の適合性評価機関の認定

（承認）を拒否する場合は、要請に応じて理由を説明

すること、③強制規格及び適合性評価手続の作成に際

し、WTO/TBT 協定に基づく通報と同時に、他方の締約

国にも電子的に送信すること等を規定している。（①

～③は日ペルーEPA にも同様の内容が規定されてい

る。） 

 

⑥ 日モンゴル EPA 

第 6 章に、強制規格、任意規格及び適合性評価手続

章が設けられている。従来の EPA と同じく WTO/TBT 協
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定に基づく権利義務を再確認し、両締約国政府による

照会所を指定し、小委員会を設置することを規定して

いる。適合性評価手続に関しては、①一方の締約国が

他方の締約国の適合性評価機関で行われた適合性評価

手続の結果を受け入れないことを決定する場合に、要

請に応じて理由を説明すること、②適合性評価機関の

認定（指定）に際して、可能な場合に、他方の締約国

の適合性評価機関に対し、自国の適合性評価機関より

も不利でない条件で認定（指定）を行い、一方の締約

国が他方で締約国の適合性評価機関の認定（指定）を

拒否する場合は、要請に応じて理由を説明すること等

を規定している。（①及び②は日ペルーEPA にも同様

の内容が規定されている。） 

 

⑦ TPP・TBT 章 

2016 年 2 月に署名に至った TPP では、第 8 章に「貿

易の技術的障害」章を設けている。従来の EPA と異なり、

WTO/TBT 協定の主要条文を TPP 協定に組込む方式を採

用。小委員会を設置し、照会所に相当する「連絡部局」

を規定している点は従来型 EPA と同じだが、協力及び

貿易円滑化、情報交換及び技術的討議といった条文を

新設している。主な実体規定として、①関連する国際

規格が存在するか否かの判断に当たり、WTO/TBT 委員会

における 2000 年の決定（いわゆる「国際規格の 6 原

則」）を適用すること、②適合性評価機関の認定（承

認）に際して、他の締約国の適合性評価機関に対し、

自国の適合性評価機関よりも不利でない待遇を与える

こと、③強制規格、任意規格及び適合性評価手続の導

入に際し、各締約国が利害関係者に意見提出の機会を

与え、当該意見を考慮すること等によって他の締約国

の者が措置の作成段階に参加することを認めること、

④国際規格に適合的な措置であっても貿易に著しい影

響を与える場合は WTO に通報すること、⑤WTO 通報と

同時に各締約国に当該通報及び提案を電子的に送信す

ること、⑥他の締約国内の適合評価機関に対し、認定

等を通じて自国の適合性評価機関よりも不利でない待

遇を与えること、⑦強制規格及び適合性評価手続の導

入に際し、他の締約国及び他の締約国の利害関係者が

意見を提出する期間を通常 60 日間とすること、⑧強

制規格及び適合性評価手続に関する要件の公表と実施

の間に設ける「適当な期間」を通常 6 か月以上とする

こと等を規定している。 

また、我が国が結んだ EPA の TBT 章として、分野別

附属書を初めて設置しており、①ワイン及び蒸留酒、

②情報通信技術産品、③医薬品、④化粧品、⑤医療機

器、⑥あらかじめ包装された食品及び食品添加物の専

有されている製法、⑦有機産品の 7 分野に関するルー

ルを附属書に規定している。 

 

⑧ 環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先

進的な協定（CPTPP） 

上記 TPP に同じ 

 

⑨ 日 EU・TBT 章 

第 7 章に「貿易の技術的障害」章を設置。WTO/TBT 協

定に基づく権利義務を再確認し、主要条文を日 EU 協

定に組込む方式を採用(CPTPP と同様)。 

強制規格の作成に関し、強制規格案の代替手段であ

って利用可能なものの評価等を行うことや、制定され

た強制規格について、できる限り 5 年を超えない適当

な間隔で見直すこと等を規定。国際規格に関し、国際

規格を作成し得る国際機関等の名称（ISO,IEC,ITU 等） 

を例示しつつ、それらの機関が作成した規格は、WTO・

TBT 委員会の決定（「国際規格の 6 原則」）に規定さ

れた原則及び手続に従うことを条件として、関連する

国際規格として考慮されることを規定。また、透明性

に関して、強制規格及び適合性評価手続案を WTO に通

報した後、原則として 60 日間、他締約者が意見をするこ

とを許容すること、強制規格の公表と実施の間に「適当な

期間」として、通常少なくとも 6 箇月間を設けること

を規定。なお、「連絡部局」を指定し、特別委員会を

設置している点は従来型 EPA と同じ。 

 

⑩ 日英 EPA 

第 7 章に「貿易の技術的障害」章を設置。日EU・TBT 章

と概ね同内容だが、異なる規定として日英 EPA では、TBT 

専門委員会の任務として TBT の分野における両国間の技術

協力に係る事業の検討等の任務を新たに設けた。さらに、

ワイン又は蒸留酒の容器上に表示されたロット識別コード

の除去又は故意の破損に対して適当な措置をとることがで

きることや、ロット識別コードの除去の予防に関する情報

交換等について新たに規定している。 

 

⑪ RCEP 

2020 年 11 月に署名に至ったRCEPでは、第 6 章に、

「任意規格、強制規格及び適合性評価手続章」が設け
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られている。従来のEPAと同じく、WTO/TBT 協定に基づ

く権利義務を再確認し、照会所に相当する「連絡部局」

を指定することを規定している。TBT に特化した小委

員会は規定されていないが、物品に関する委員会にお

いてTBT分野を取り扱うと規定している。強制規格及び

適合性評価手続に関しては、①一方の締約国が他方の

締約国の適合性評価機関で行われた適合性評価手続の

結果を受け入れないことを決定する場合に、要請に応

じて理由を説明すること、②強制規格及び適合性評価

手続の作成に際し、WTO/TBT 協定に基づき通報するこ

と、また、公衆及び他方の締約国が書面による意見を

提出するための期間（少なくとも 60 日間）を置くよ

う努めること、③強制規格の公表と実施の間に「適当

な期間」として、通常少なくとも6箇月間を設けること

等を規定している。また、任意規格に関しては、④国

際規格との差異がある場合に、要請に応じて理由等を

説明すること、⑤締約国間の標準化機関による協力を

推奨すること等を規定している。（なお、①、②は日

ペルーEPA に、③はTPP にも同様の内容が規定されて

いる。） 
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と、また、公衆及び他方の締約国が書面による意見を
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      第三者証明制度を用いる EPA における原産地証明手続の電子化 

１．現行の原産地証明手続 

 

日本から EPA 締約国に輸出する際に EPA 特恵税

率の適用を申告する場合、原産地証明手続につい

ては、日本の締結済み EPA のうち、日米貿易協定、

CPTPP、日 EUEPA、日英 EPA を除き、第三者証明制

度の利用が求めてられており1、多くの企業が利用

している。原産地証明手続に用いる証明書（原産

地証明書。以下「CO」という。）については、

「経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給

等に関する法律」に基づき経済産業大臣が指定し

た指定発給機関である日本商工会議所（以下「日

商」という。）において発給されている2。 

CO の発給申請から輸入国税関での CO 提出に至

るまでの現状の流れについては、大きく４段階に

分類される（図１参照）。日本の輸出者は、まず、

①オンラインで日商に申請を行う。②原則 2 営業

日以内に発給されたCOの紙原本を輸出者が日商の

窓口に取りに行くか、郵送で送付してもらう。③

受領した紙のCO原本を輸出先国での輸入申告時ま

でに、航空便（緊急の場合は、担当者が出張し持

参）などで相手国輸入者に届ける。④受領した CO

の紙原本を、相手国輸入者が、輸入申告時に輸入

国税関へ提出する。 

一方で、EPA締約国から日本に輸入する際にEPA

特恵税率の適用を申告する場合、日本国税関での

輸入申告時に、PDF ファイル等での CO 提出が可能

となっている。具体的な流れとしては、①輸出国

の CO 発給機関へ CO の発給を申請し、②発給され

た CO 紙原本を受領後3、③輸出者から日本の輸入

者に CO を紙原本又は CO 原本をスキャンした PDF

ファイル等で送付し、④輸入者は、オンライン通

関システムである NACCS を通じて PDF ファイル等

の電子媒体4で提出している。 

 

（図１） 

 
 

２．CO 手続の電子化への要望及び各国の対応状況 

 

上記１．で示したように、日本からの輸出につ

いて、EPA に基づく CO の発給や輸出先国における

                            
1 日豪 EPA では、輸出者、生産者又は輸入者による自己申告制度の利用が認められている。また、日スイス EPA、日ペルーEPA、日メキシコ EPA

の３協定においては、経済産業大臣の認定を受けた輸出者が CO を作成できる認定輸出者制度も導入されている。https://www.meti.go.jp/pol

icy/external_economy/trade_control/boekikanri/gensanchi/approved.html 
2 日シンガポール協定については、日本商工会議所が発給する第一種特定原産地証明書ではなく、全国各地の商工会議所が発給する特恵原産地

証明書を利用することとなっている。 
3 豪州は、すでに PDF での CO の発給を行っている。 
4 CO を PDF 等の電磁的記録により提出する場合には、輸入申告等に係る他の添付書類等と同様に解像度が 200dpi 以上であることに加え、カラ

ーのファイルであることを要件としている。 

通関手続が紙原本で行われることにより、紙原本

の保管コストに加え、様々なコストやリスクが、

輸出者、輸入者、発給機関で発生している（表１

参照）。このため、EPA を利用する事業者からは、

コ ラ ム 
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第 II 部 WTO 協定と主要ケース 

  

 

 

日本からの輸出に係るCO発給手続の電子化及び輸

出先国における通関手続におけるCOの電子化を要

望する声が従前より多く寄せられていたところで

ある5 6。 

 

（表１） 

 
 

CO 手続の電子化の必要性は今後さらに高まるこ

とが見込まれ、特に、新型コロナウイルス感染症

の影響により、対面でのやりとりや、航空便の利

用の不確実性が高まっており、紙原本による運搬

や扱いに大きな制約が生じている。 

こうした状況を受けて、以下に示すように、タ

イ、インドネシア等の一部の国では暫定的にCO紙

原本の事後提出を条件に、輸入申告時において

PDF ファイルや紙原本の写しでの CO 提出を認めて

いる。具体的な提出方法としては、例えば、シン

ガポールやフィリピンでは、日本の NACCS と同じ

ように輸入通関システムに PDF等の COの電子ファ

イルをアップロードする方式となっている。イン

ドネシアやマレーシアでは、税関の指定の E メー

ルアドレスへCOの電子ファイルを送付する方式が

とられている。 

  

（新型コロナウイルス感染症による各国柔軟化措置） 

タイ：（2020 年 4 月 16 日～2021 年 3 月 31 日まで。30 日以内の紙原本提出） 

ベトナム：（2020 年 5 月 27 日～コロナ収束まで。一部品目については、180 日以内の紙原本提出） 

フィリピン：（2020 年 4 月 17 日～コロナ収束まで。30 日以内の紙原本提出） 

インドネシア：(2020 年 3 月 30 日～コロナ収束まで。通関後 90 日内の紙原本提出） 

マレーシア：（2020 年 3 月 18 日～12 月 31 日まで。移動制限解除後 14 日以内の紙原本提出） 

（注：各国における公開情報や経済産業省で調査した情報に基づく。） 

 

さらに、こうした新型コロナウウイルス感染症

対策による一時的な措置とは別に、ASEAN や中国、

韓国との間では、輸出国のCO発給機関と輸入国税

関との間で直接CO情報をデータとしてやりとりす

るCOの電子的交換システムがすでに設立、運用さ

れている。当該方法では、PDF ファイルでの CO の

                            
5 経団連、2020 年 4 月 規制改革ホットラインでの要望、提案事項 

「特定原産地証明書の電子化の推進」https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/hotline/siryou2/01_keizai.pdf 
6 経済団体からの「コロナ感染症対応としての規制・制度の見直し要望」への対応についての回答、日本商工会議所 要望事項「特定

原産地証明書のオンライン発給の早期実現」https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/request/200518request03.pd

f 

やりとりよりもさらに迅速に情報のやりとりが可

能となり、CO の扱いに係る事務的手続に要するコ

ストのさらなる低下や輸入国税関でのCOの真正性

確認にかかる手間の省力化など多くのメリットが

期待できる。ASEANでは、域内の FTAである ASEAN 

Trade in Goods Agreement (以下、ATIGA) に適用
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ある5 6。 
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される CO の e-Form D について、2019 年には、全

ての加盟国が ASEAN Single Window（以下、ASW）

という ASEAN域内の COの電子的交換システムを通

じて電子的なやりとりを行うことが可能になって

いる7。また、中国と韓国は、中韓 FTA に適用され

る CO の電子的交換システムを開発し、2016 年か

ら運用している8。中国と韓国はさらに、2020 年

に、インドネシアとそれぞれ中国 ASEAN・FTA、韓

国 ASEAN・FTA を対象とした CO について、電子的

交換を開始している9 10。 

 

３．日本の取組状況 

 

上述のとおり、CO 手続の電子化の必要性は高ま

っており、日本においても積極的に進めるべき課

題であり、2020 年 12 月 8 日に改訂された「総合

的なＴＰＰ等関連政策大綱」11においても、CO の

デジタル化について取り組むこととされている。 

具体的には、比較的短期間での実現が可能な

PDF フォーマットによる CO 手続については、第三

者証明制度を採用するすべての EPA を対象とする

ことが望ましい。日本国税関では、すでに CO の

PDF フォーマットによる提出を認めている。発給

については、すべての EPA 向けに PDF フォーマッ

トでのCO発給を可能とするよう、日商が準備を進

めている。また、かかる PDF フォーマットにより

発給されるCOが恒久的に受入れられるよう、第三

者証明制度を採用している各 EPA 締約国との調整

を進めているところである。 

より中期的なスパンでの対応が必要となるCOの

電子的交換についても、取組を進めていく。 

 

 

（総合的なＴＰＰ等関連政策大綱 関連部分抜粋） 

１ 輸出促進・海外進出支援による海外の成長市場の取り込み 

（２）新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーン構築支援 

 ⑤デジタル化を含む海外展開関係のビジネス環境整備 

○ 事業者の利便性を高め、コロナ禍等の災厄にあってもビジネスの安定性と継続性を維持できる効

率的で強靭なサプライチェーンを構築できるよう、原産地証明書等のデジタル化を含む貿易に係る

ビジネス環境の整備に取り組む。その際には相手国の制度等を考慮する。 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

                            
7 ASEAN SINGLE WINDOW https://asw.asean.org/about-asw  
8 韓国産業通商資源部 http://english.motie.go.kr/en/tp/ftaeconomiccooperration/bbs/bbsView.do?bbs_seq_n=495&bbs_cd_n=2  
9 Announcement No. 100 [2020] of the General Administration of Customs https://www.lawinfochina.com/display.aspx?id=33880&

lib=law  
10 ANTRANEWS https://en.antaranews.com/news/123076/indonesia-s-korea-sign-mou-on-certificate-of-origin-data-exchange  
11 内閣官房 総合的なＴＰＰ等関連政策大綱 https://www.cas.go.jp/jp/tpp/tppinfo/2020/pdf/20201208_tpp_taikoukaitei.pdf 
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